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「内部統制システム構築の基本方針」の改定に関するお知らせ  

 

 「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）及び「会社法施行規則等の一部を改正する省令」

（平成27年法務省令第６号）が平成27年５月１日に施行されたことに伴い、平成27年５月１日開催の当社

取締役会の決議により、「内部統制システム構築の基本方針」について改定することを決議いたしましたの

で、その内容についてお知らせいたします。 

 

記 

 

１ 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、持株会社として当企業集団全体の経営管理、統括を行う観点から、当社並びに子会社から

成る企業集団の取締役等及び使用人が守るべき倫理規範を制定し、法令等の遵守を行うための行動規

範を定める。 

取締役会は、社外取締役を含む取締役で構成し、取締役会規程その他社内規程に従って、当社並び

に子会社に係る重要事項の審議、決定、報告を行うとともに、当社取締役の職務執行を監督する。 

当社の取締役は、職務の執行において、業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、事業活動に

関わる法令等の遵守並びに資産の保全を図るため、内部統制に係る体制の整備を行う。また、内部統

制の運用に係る有効性が確保されるように、継続してその有効性の評価を行う。有効性の評価にあた

っては、内部監査部門である業務監査室を設置し、職務執行全般における継続的監視活動を行う。 

当社の取締役及び使用人は反社会的勢力と一切の関係を遮断する。また、倫理・コンプライアンス

に照らして問題のある活動には関与しない。これを、倫理・コンプライアンス管理規程に定め周知徹

底を図る。 

 

２ 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社の取締役の職務執行に係る意思決定過程における稟議書、議事録、その他文書については、文

書管理規程に基づき適切な状態にて保存する。 

法令で定められた情報開示を必要とする重要情報については、速やかに情報を公開する。 

その他、インサイダー取引防止規程、個人情報保護基本規程、情報セキュリティ規程等を定め情報

管理の徹底を図る。 

 

３ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

リスクマネジメント委員会を設置し、経営上想定しうるリスクについて、定期的に評価・検証を行

い、必要な措置に関する対応を行う。 

損失に関するカテゴリー・マネジメントの観点から、関連する社内規程及びマニュアル等において

該当する損失の危険の管理について定める。 

不測の事態が生じた場合に、役員、使用人全員が適切な行動を行えるように、連絡体制の整備、行

動マニュアルの整備を行う。 
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４ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会は、経営の意思決定と業務執行の役割を明確化し、迅速かつ機動的な経営戦略の実現を図

るとともに、責任を明確化しコーポレートガバナンス体制を強化することを目的として、執行役員制

度を採用し、選任した執行役員の職務権限を職務権限規程で明確にする。 

また、企業集団全体の職務執行に関する意思決定を迅速に行うため、当社の取締役及び指名された

者によりグループ経営会議を開催し議論を行い、職務の執行方針、重要事項の決定を行う。 

 

５ 当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

コンプライアンスに係る事項についてはコンプライアンス委員会を設置し審議する。また、ＴＱＭ

推進部を設置し、社会的責任、法令遵守に関する維持・整備・啓発活動を行う。 

日常の職務執行については、全社的品質管理（ＴＱＭ）活動の考え方を基本とし、自ら判断して行

動できる教育を行う。 

内部通報窓口を社内及び社外に設置し、通報、相談が適時に行われる体制を整備し、かつ、内部通

報者の権利を保護する。 

 

６ 当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

イ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制 

子会社は、当社において当社の取締役等が同席する子会社合同の取締役会を開催し、重要事項の

審議、決定、報告を行う。 

当社が定める関係会社管理規程に基づき、当社を中心とした企業集団全体の業務執行に関する報

告、決裁の体系を明確にし、該当する事項について、子会社は当社に報告を行い、必要な会議体の

承認を求める。 

ロ 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社が主催するリスクマネジメント委員会は、子会社からも委員を指名し、企業集団全体の観点

から経営上想定されるリスクについて認識の共有を行う。 

また、損失の危険の管理や不測の事態への対応のため、当社が定めた社内規程やマニュアル等を

準用する。 

ハ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、子会社がその事業遂行にあたり、各子会社の事業特性に応じた迅速かつ効率的な経営が

行われるよう、持株会社体制を採用する。 

子会社は必要に応じ、経営会議の設置や執行役員の選任を行い、職務執行の効率化を図る。 

子会社が当社に報告を必要とする事項については、グループ経営会議に報告を行う。 

ニ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社が主催するコンプライアンス委員会は、子会社からも委員を指名し、企業集団全体の観点か

ら情報を共有し、審議を行う。 

また、日常の職務執行に関する全社的品質管理（ＴＱＭ）活動は、グループ経営理念に基づき、

その活動を企業集団全体が一体となって行う。 

当社が設置する内部通報窓口は、企業集団全体で共有し、通報、相談が適時に行われる体制を整

備し、かつ、内部通報者の権利を保護する。 

子会社の取締役等及び重要な使用人の選任については、当社の取締役会の承認を必要とする。 

ホ その他当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正性を確保するための体制 

内部監査については、持株会社である当社に企業集団全体の内部監査を専任で行う業務監査室を

設置し、子会社から独立した立場で業務執行の適正性について監査を行う。 

財務報告に係る内部統制については、内部統制整備委員会で評価・検討し、内部統制管理室が主

体となって、整備、改善を行う。 
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７ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項 

当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は当社の監査役と

協議の上、必要と認める人員を当社の監査役の職務を補助すべき使用人として指名する。 

 

８ 第７号の使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項 

当社の監査役の職務を補助すべき使用人として指名された者は、その補助すべき期間において、当

社の監査役の指揮命令の下に行動し、当社の取締役その他当社の監査役以外の者から一切の指揮命令

及び職務遂行上の制約は受けない。また、当該使用人に係る人事異動、人事評価、賞罰、その他一切

の事項は、監査役会の協議に基づき決定し、当社の取締役その他当社の監査役以外の者からの独立性

を確保する。 

 

９ 当社の監査役の第７号の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

当社の監査役の職務を補助すべき使用人として指名された者は、当社の監査役の指示に基づく職務

の過程において知り得た一切の事項に関し、当社の監査役に報告するものとし、当社の監査役の同意

なくして、当社の監査役以外の者に当該事項を伝達してはならない。 

 

10 当社の監査役への報告に関する体制 

イ 当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制 

当社の監査役は、会社の業務執行過程において取締役会、経営会議、その他重要と認められる会

議に出席し、業務執行過程における意思決定の過程や職務の執行状況について常に把握し、会議体

の議事録、稟議書、契約書等、業務執行に係る重要な書類を閲覧する。 

当社の取締役及び使用人は、業務の執行過程において重要と認められる事象が生じた場合には、

当社の監査役に対し当該事象の内容を速やかに報告しなければならない。また、当社の監査役から

報告の求めがあった場合には、その報告を行う義務を負う。 

社内及び社外に設置した内部通報窓口に行われた通報、相談は監査役にも報告を行う。 

ロ 当社の子会社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をす

るための体制 

当社の子会社の取締役等は、毎月、月次決算の状況について当社の監査役にその詳細の報告を行

う。 

また、当社の子会社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、業務の執行過

程において重要と認められる事象が生じた場合には、当社の監査役に対し当該事象の内容を速やか

に報告しなければならない。また、当社の監査役から報告の求めがあった場合には、その報告を行

う義務を負う。 

 

11 第10号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた

めの体制 

第10号の報告をした者の個人情報は保護し、当該報告をしたことを理由として、当社並びに子会社

は当該報告者に不利な取扱いをしない。 

 

12 当社の監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につい

て生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

当社の監査役がその職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続等の請求を当社にした場

合は、当社がその請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場

合を除き、速やかにこれに応じる。 
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13 その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

当社の監査役は、その職務の執行にあたり、他のいかなる者からも制約を受けることなく、当社の

取締役の職務執行が法令及び定款に準拠して適法に行われているかどうかについて、独立して自らの

意見形成を行う権限を持つ。 

この独立性と権限を確保するために、監査役監査規程及び監査役会規程において、当社の監査役の

権限を明確にするとともに、当社の監査役は、策定した監査計画に基づき、業務監査室、会計監査人、

その他必要と認める者と連携して監査を実施し、監査の実効性を確保する。 

また、当社の監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、独自に外部専門家の活用を検討

する。 

 

以 上 


